
様式第１ 

特定工場新設（変更）届出書（一般用） 

 

平成  年  月  日 

  宍粟市長 様 

    名 称： 

届出者 住 所：                 

    代表者：                ㊞ 

 

（担当者） 所属・氏名（               ） 

      連絡先  （               ） 

 

 工場立地法第６条第１項（第７条第１項，第８条第１項，工場立地の調査に関する法律の一部を改正する

法律（昭和４８年法律第１０８号。以下「一部改正法」という。）附則第３条第１項）の規定により，特定工

場の新設（変更）について，次のとおり届け出ます。 

 

１ 特定工場の設置場所  

２ 

特定工場における製品（加工修理業に属するものにあって

は加工修理の内容，電気供給業，ガス供給業又は熱供給業

に属するものにあっては特定工場の種類） 

 

３ 特定工場の敷地面積 
（新設の場合） ㎡ 

（変更の場合） 変更前 ㎡ 変更後 ㎡ 

４ 特定工場の建築面積 
（新設の場合） ㎡ 

（変更の場合） 変更前 ㎡ 変更前 ㎡ 

５ 特定工場における生産施設の面積 別紙１のとおり 

６ 特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 別紙２のとおり 

７ 工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 別紙３のとおり 

８ 隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用 別紙４のとおり 

９ 特定工場の新設（変更）のための工事開始予定日 
造 成 工 事 年  月  日 

施設の設置工事 年  月  日 

※整理番号        

※
備
考 

 

※受理年月日  
※
審
査
結
果

 
 

 
 

 
 

 

 

備考 １．※印の欄には、記載しないこと。 

２．６欄から８欄について、規則第４条に規定する緑地以外の環境施設以外の施設と重複する土地及び規則第３条に規定する建築物屋

上等緑化施設はそれ以外の緑地と区別して記載すること。 

３．法第６条第１項の規定による新設の届出の場合は、１欄から９欄までのすべての欄（特定工場の設置の場所が工業団地に属さない

場合は７欄を、工業集合地特例の適用を受けようとしない場合は８欄を、それぞれ除く。）に記載すること。 

４．法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄から９欄までのすべての欄（特定工場の設

置の場所が工業団地に属さない場合は７欄を、工業集合地特例の適用を受けようとしない場合は８欄を、それぞれ除く。）に記載する

とともに、２欄から６欄まで及び８欄のうち変更のある欄については、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

５．法第８条第１項の規定による変更の届出の場合は、１欄及び９欄に記載するとともに、２欄から６欄まで及び８欄のうち変更のある欄に

ついては、変更前及び変更後の内容を対照させること。 

６．９欄については、埋立及び造成工事を行う場合にあっては「造成工事等」の欄に、生産施設、緑地等の施設の設置工場を行う場合に

あっては「施設の設置工事」の欄に、それぞれ実施制限期間の短縮後の工事開始予定日を記載すること。 

７．届出書及び別紙の用紙の大きさは、図面、表等をやむを得ないものを除き、日本工業規格Ａ４とすること。 



様式Ｂ                        

 

特定工場新設（変更）届出及び実施制限期間の短縮申請書（一般用） 

 

平成  年  月  日 

 

  宍 粟 市 長  様 

    名 称： 

届出者 住 所：                 

    代表者：                ㊞ 

 

（担当者） 所属・氏名（               ） 

      連絡先  （               ） 

 

  工場立地法第６条第１項（第７条第１項、第８条第１項、工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和 48年法律第 108号。以下「一部改正法」という。）附則第３条第１項）の規定により、

特定工場の新設（変更）について、次のとおり届け出るとともに工場立地法第 11 条第１項の期間の短

縮方を申請します。 

 

１ 特定工場の設置場所  

２ 

特定工場における製品（加工修理業に属するものにあって

は加工修理の内容，電気供給業，ガス供給業又は熱供給業

に属するものにあっては特定工場の種類） 

 

３ 特定工場の敷地面積 

（新設の場合） ㎡ 

（変更の場合） 変更前 ㎡ 変更後 ㎡ 

４ 特定工場の建築面積 

（新設の場合） ㎡ 

（変更の場合） 変更前 ㎡ 変更前 ㎡ 

５ 特定工場における生産施設の面積 別紙１のとおり 

６ 特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 別紙２のとおり 

７ 工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 別紙３のとおり 

８ 隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用 別紙４のとおり 

９ 特定工場の新設（変更）のための工事開始予定日 

造 成 工 事 年  月  日 

施設の設置工事 年  月  日 

※整理番号        
※ 

備 
 
 
 

考 

 

※受理年月日  

※
審
査
結
果

 
 
 
 
 
 

 

 

 



 

 

経  過  概  要  書  

 

 

                                                    年    月    日  

 

        宍 粟 市 長   様  
                                      1住   所 

                                                

法人名 

                                      届出者  

代表者名                               ㊞ 

                                                                            

 

 
                             (担当者 )             電話 (  )(  )       番  

 
 工場立地法の届出に関して知らなかった為、特定工場としての届出をしていなかったこと、誠に遺憾に思い

深くお詫び申し上げます。 

 今後はこのような不手際の無いよう法律遵守に努めますので、何卒御寛容のほどお願い申し上げます。  

 

１  特定工場の設置の場所                  

２ 

 特定工場における製品（加工修理業に属する                                 

 ものにあっては加工修理の内容、電気供給業、                                   

 ガス供給業又は熱供給業に属するものにあっ                                   

 ては特定工場の種類）                   

３  特 定 工 場 の 敷 地 面 積                                                ㎡  

４  特 定 工 場 の 建 築 面 積                                                ㎡  

５  特 定 工 場 に お け る 生 産 施 設 の 面 積 別紙１のとおり  

６  特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置  別紙２のとおり  

７  工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び工業団地の環境施設の配置 別紙３のとおり  

８  隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用 別紙４のとおり  

９ 
  特定工場の新設(変更)のための工事の開始の 造 成 工 事 等   

  予定日 施 設 の 設 置 工 事                 

※ 整 理 番 号              

※ 

 

備 

 

 

 

 

 

考 

  

※ 受 理 年 月 日                

※ 

審 

査 

結 

果 

   

   

   

   

   

   

   

 



  別紙１ 

特定工場における生産施設の面積  

 

生 産 施 設 の 名 称 施設番号 面  積 (㎡) 増 減 面 積 (㎡)  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

生 産 施 設 の 面 積 の 合 計               ㎡                ㎡  

 
備考  １．施設番号欄には、セー１からはじまる一連番号を記載する。  

  ただし、法第８条第１項の規定による変更の届出の場合には、その変更に係る施設に対応する変更

  前の施設があるときは、当該変更前の施設の届出済の番号を記載し、その変更に係る施設に対応す

  る変更前の施設がないときは届出済の一連番号の次の番号を新たに設けてそれを記載すること。  

 

  ２．法第７条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定による変更の届出の場合は、面積欄を変  

     更前と変更後に区分し、変更前の欄には全部の施設の面積を記載するとともに、その変更に係る施

     設に対応する変更前の施設がないときは「なし」と記載し、変更後の欄にはその変更に係る施設の

     変更後の面積のみを記載すること。 

 

  ３．法第８条第１項の規定による変更の場合は、面積欄を変更前と変更後に区分し、その変更に係る  

     施設についてのみ記載し、その施設に対応する変更前の施設がないときは、変更前の欄には「なし」

     と記載すること。 

 

  ４．増減面積欄には、法第７条第１項、法第８条第１項又は一部改正法附則第３条第１項の規定によ  

     る変更の届出の場合のみ記載すること。この場合において、当該変更が面積の増加である場合は増

     加面積を表す正の数字を、面積の減少である場合は減少面積を表す負の数を、面積の減少と増加を

     同時に行う場合は減少面積を表す負の数字と増加面積を表す正の数字の両方を記載すること。  

 

  ５．生産施設の面積の合計の欄は、変更の届出の場合にあっては、変更前と変更後に区分し、それぞ 

     れの欄に当該特定工場における全生産施設の面積の合計を記載すること。  

 



別紙２ 

 

特定工場における緑地及び環境施設の面積及び配置 
 

 
１．緑地及び環境施設の面積 

 

  緑地（様式第１又は第２備考２で区別することと 
 された緑地を除く。）の名称 施設番号 面 積 （㎡） 

   

 緑地面積（様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地を除く。）の合計               ㎡ 

 様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地の名称  施設番号 面 積 （㎡） 

   

 様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地の面積の合計               ㎡ 

  緑 地 面 積 の 合 計               ㎡ 

 緑 地 以 外 の 環 境 施 設 の 名 称  施設番号 面 積 （㎡） 

   

 緑 地 以 外 の 環 境 施 設 の 面 積 の 合 計              ㎡ 

 環 境 施 設 の 面 積 の 合 計              ㎡ 

 

 

２．環境施設の配置 
 

  敷地の周辺部に配置する環境施設の各施設の番号   

 敷 地 の 周 辺 部 に 配 置 す る 環 境 施 設 の 面 積 の 合 計  

 配置について勘案した周辺 
 の地域の土地利用の状況な 
 どとの関係 

 

 

 

備考 
 １ 緑地の名称の欄には、区画毎に緑地の種類及びその設置の場所を記載すること。 
 ２ その他は、別紙１の備考１から３まで及び５と同様とすること。この場合において、「セ－１」

とあるのは、緑地（様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地を除く。）にあって
は「リ－１」と、様式第１又は第２備考２で区別することとされた緑地にあっては「ジ－１」
と、緑地以外の環境施設にあっては「カ－１」と読み替えるものとする。 

 

 



別紙３ 

 

工業団地の面積並びに工業団地共通施設の面積及び配置  
 
 

  工 業 団 地 の 名 称  

 工 業 団 地 の 所 在 地  

 工 業 団 地 の 面 積                                              ㎡  

 工業団地内の全工場又は 

 全事業場の敷地面積の合計 

 

                                             ㎡  

 工業団地共通施設の面積の合計  
 

                                             ㎡  

  うち緑地（様式第１又は第  

 ２備考２で区別することと  

 された緑地を除く。）  

 

 面積  

 

      ㎡  

 

 うち様式第１又は第２備考  
 ２で区別することとされた  

 緑地  

 
 面積  

 
           ㎡  

 

 うち緑地以外の環境施 設  面積           ㎡   種類   

 そ の 他 の 共 通 施 設  面積           ㎡   種類   

 そ の 他 の 施 設  面積             ㎡   種類   

 

工業団地等の配置に関する

概略図その他の説明 

 

 

 備考１   その他の施設の面積の欄は、工業団地の面積から工業団地内の全工場又は 
全事業場の敷地面積の合計及び工業団地共通施設の面積の合計を減じた面積を  
記載すること。  

 



別紙４ 

 

   隣接緑地等の面積及び配置並びに負担総額及び届出者が負担する費用  
 
 

  隣 接 緑 地 等 の 名 称  

 隣 接 緑 地 等 の 所 在 地  

 隣接緑地等の面積の合計  
㎡   

 うち緑地(様式第１又は第２備考２
で区別することとされた緑地を除く) 

 面積  

㎡   

 うち様式第１又は第２備考２で区 
 別することとされた緑地 

 面積  

㎡  

 

 うち緑地以外の環境施設面積  面積  
㎡  

 種類   

 
  事業者の負担する総額 

設 置 費 用                 円  

維持管理費用                       円  

  
 うち届出者の負担費用  

設 置 費 用                    円  

維持管理費用                       円  

隣接緑地等の配置に関する概略図そ

の他の説明 

 

 
 備考 １ 「事業者の負担する総額」の欄には、隣接緑地等の整備につき当該工業 

集合地に工場又は事業場を設置する事業者が負担する費用の総額に 
ついて、設置費用、維持管理費用（毎年の維持管理費用に協定等による 
維持管理期間を乗じた金額）のそれぞれを記載すること。  

       ２  「うち届出者の負担費用」の欄には、隣接緑地等の整備につき届出者が 
負担する費用について、設置費用、維持管理費用(毎年の維持管理費用 
に協定等による維持管理期間を乗じた金額）のそれぞれを記載すること。  

 



様式例第１ 

 
整理番号  

 

事  業  概  要  説  明  書  
 

１ 生  産  開  始  の  日                                                    年     月     日  

２ 

主  要  製 品 別 生 産 能 力 及 び 生 産 数 量   

 製   品   名 生    産    能    力 生   産   数   量  

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

３ 

水 源 別 工 業 用 水 使 用 量             計                                                 ( 単 位 ： ト ン / 日 )  

 上  水  道 工 業 用 水 道  河 川 表 流 水  井  戸  水  そ の 他  回  収  水  海    水  

         

         

         

         

         

         

         

  

４ 

電 力 の 使 用 量                  計                                    ( 単 位 ： Ｋ Ｗ Ｈ / 日 )  

 買 電 に よ る 電 力 使 用 量  自 家 発 電 に よ る 電 力 使 用 量   

    

５ 

従 業 員 数                      計                                                        ( 単 位 ： 人 )  

 
職  員 

男 
工  員 

男 
計 

男  

 女 女 女  

 

備考  １．生産能力及び生産数量は、各々の業種に応じ通常用いる単位で記載して下さい。 (例：トン／日、

     ㎡／月等 )輸送量は、トン換算した数値で１カ月当り平均輸送量を記載して下さい。  

     ２．事業概要説明書の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４を用いて下さい。  

 

 



 様式例第２ 

 

生産施設、緑地、緑地以外の環境施設、その他の主要施設の配置図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                縮尺１／ 

備考 １．配置図に記載する生産施設は、建築物のあるものは建築物単位で、ないものは個々に  

記入して下さい。 

 ２．その他の主要施設には貯水池、井戸等の工業用水施設、電力施設、公害防止施設、倉庫

タンク等の貯蔵施設、駐車場等を含みます。配置図にはそれらの位置、形状を明示する

とともに、それらの名称を付記して下さい。 

 ３．生産施設、緑地、緑地以外の環境施設は、下表に指定する淡い色彩でそれらの位置、 

形状を着色して明示するとともに、規則による届出書の別紙１～３に記載した施設番号

を付記して下さい。 
 

 施 設  の 名 称  色   彩   

 
生 産 施 設          青   

 緑 地          緑   

 様 式 第 １ 又 は 第 ２ で 

区別することとされた緑地 
網掛け  

 

 緑 地 以 外 の 環 境 施 設 黄   

 
 ４．変更の届出の場合は、変更前と変更後の状態が比較対照できるように明示して下さい。 

 ５．図面には縮尺並びに方位を示す記号を記載して下さい。図面の縮尺は、原則として敷地

面積が１００ｈａ未満の工場等にあっては五百分の一ないし千分の一、１００ｈａ以上

５００ｈａ未満の工場等にあっては千分の一ないし二千分の一、５００ｈａ以上の工場

等にあっては二千分の一ないし三千分の一程度として下さい。 

    ６．環境施設のうち屋内運動施設又は教養文化施設がある場合は、当該施設の利用規定及

びその周知方法を記載した書類を添付して下さい。 
 

 

   配置図を作成するにあたり、備考１～６及び下記の点に留意して作成して下さい。 

１．１枚の図面で、それぞれの施設を記載して下さい。  

２．法第８条第１項の変更届については、変更部分のみ記載して下さい。なお、備考４に記載 

してある変更前、変更後の比較対象は、次の様な記載方法を用いて下さい。 

          例  

  ＝既存生産施設  

  ＝増設生産施設  

３．敷地境界線を指定された４色以外の色で明示して下さい。この場合、寮・社宅用地や賃貸  

用地等があれば同様に明示して下さい。 



別紙 

 

施設利用実績説明書  

 

１ 施 設 の 設 置 日                                                                 年    月    日  

２ 一 般 利 用 を 開 始 し た 日                                                      年    月    日  

３ 過 去 ５ 年 間 の 利 用 人 数 〔 従 業 員 を 除 く 〕                                  ( 単 位 ： 人 ) 
 

  平 成    年  平 成    年  平 成    年  平 成     年  平 成    年   

        

        

        

        

        

４ 過 去 ５ 年 間 の 施 設 利 用 料 の 徴 収 実 績 〔 従 業 員 を 除 く 〕                  ( 単 位 ： 円 )  

  平 成    年  平 成    年  平 成    年  平 成    年  平 成    年   

        

        

        

        

        

 

 備考：利用者名簿、利用申込書等各年の１月１日現在において一般の利用に供している実績

を証明できる書類（施設の概要・利用方法・利用可能日時等を規定した当該施設の使

用規程等）がある場合は、その写しを本紙に添付して下さい。  

 

 

 

 

 



様式例第３ 

 

特定工場用地利用状況説明書 

 

特定工場敷地面積 ㎡ うち自己所有地 ㎡ 

都市計画法上の区域区分 

（＊右記の該当項目を○

で囲んで下さい。） 

①工業専用地域 ②工業地域 ③準工業地域 

④住居系地域 ⑤商業系地域 ⑥市街化調整区域 

⑦未線引都市計画区域 ⑧都市計画区域外 ⑨都市計画なし 

特定工場用地利用状況説明図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

縮尺 １／ 

特定工場の用に供する土地の説明 

備考１ 自己所有地には、現在所有している土地及び将来自己の所有となることが確実である土地を含みます。 

  ２ 都市計画法上の用途地域を記入して下さい。 

  ３ 特定工場の用に供する土地の説明の欄には、当該土地が埋立地、埋立予定地、空地、農用地、工業団

地等の別を記入して下さい。 

  ４ 特定工場用地利用状況説明図には、当該特定工場の周辺 2ｋｍ程度の範囲内で海面、河川、湖沼、埋

立地、山林・農用地、学校・病院・公園等の用地、住宅地、工業用地等の土地の利用状況を明示して下

さい。 

 

 

 

 

 

 



様式例第４ 

特定工場の新設等のための工事の日程  

 

 工   事   の   日   程  

                      年 月   年   年   年   年   年   年   年   年   年  

工 事 の 種 類   月   月   月   月   月   月   月   月   月  

造 成 ( 埋 立 ) 工 事                     

           

           

           

           

           

生産施設の設置工事                     

施設の名称      施設番号           

            

            

            

            

            

            

環境施設・緑地の設置工事                       

施設の名称      施設番号           

            

            

            

            

            

            

その他の主要施設の設置工事           

           

           

           

           

           

 
 備考  １．工事の日程の欄には、工事の種類ごとに工事の期間を←→印で記載するとともに当該工事の開始

      と終了の日を付記して下さい。 

      なお、生産施設については、当該生産施設の運転の開始の日も工事の日程の欄にあわせて明記し

      て下さい。 

      また、生産施設の設置工事、環境施設・緑地の設置工事において既存施設の廃棄工事が行われる

      場合には、当該廃棄工事の日程も記載して下さい。  

 ２．施設の名称、施設番号の欄には規則による届出書の別紙１～２に記載した生産施設、緑地、緑地

   以外の環境施設の名称、番号を記載して下さい。  

 ３．事務所、倉庫等その他の主要施設の設置工事の日程の欄には、当該工事の開始が生産施設の設置

   工事、環境施設・緑地の設置工事のいずれよりも早い場合にのみ当該施設の種類を工事の種類の

   欄に明記して下さい。 

 ４．変更の届出に場合には、変更に係る施設について記載して下さい。  



資料１ 

 

届  出  の  概  要 

 

     
会 社 名  所 在 地   

     
     
工 場 名  設置場所   

     

   
   
届   
出   
理   
由   
   
   

  変更前又は新設 変更後(新設又は記入不要) 増減(新設又は記入不要)  

      
      
 製 品 名     
      
      
      
届      
 敷地面積     
      
      
      
      
 生産施設     
出      
      
      
      
      
 緑  地     
      
内      
      
      
      
 環境施設     
      
      
容      
      
      
 都市計画法上     
 の用途地域     
      
      
      

 



１．工場

部 課
千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

千
億

百
億

十
億

億
千
万

百
万
円

都 道 市 区 番 号

府 県 区 町 丁目 番地

郡

２．会社全体 ３．日程
都 道 市 区

本社所在地 府 県 区 町 １．会社 株式、 有限 1.  1～ 49人 5. 500～ 999人 1.
郡 村 合資、 合名 2.50～ 99人 6.1000～4999人 2.

都 道 3.100～300人 7.5000人～ 3.
府 県 4.301～499人 4.

４．面積㎡ ５．工場の機能 ６．地目地価
1.田 4.山林 7.工場跡地

1.本社工場 2.畑 5.原野 8.その他

2.製造拠点工場 3.宅地 6.埋立地

3.分工場（一貫型） 1.有（基礎研究）
4.分工場（部分型） 2.有（応用研究）
5.新規事業工場 3.有（開発研究）

4.無

７．立地地点・工場移転等 　　距離（百ｍ）
※ ※ 1.ある　2.ない

1.内  陸 工業団地名

2.準臨海 1.売却（公的機関） 1.工場

3.臨  海 2.売却（民間） 2.集合住宅

1.移転でない 都 道 市 区 番 3.賃貸（公的機関） 3.一戸建て住宅

※ 府 県 区 町 号 4.賃貸（民間） 4.商業施設

2.全面移転 郡 村 5.自社で利用 5.事務所 6.緑地

6.地主へ返還 7.研究所

3.一部移転 7.未定 8.レクリエーション施設

9.その他 10.未定

９．立地地域及び立地地点選定理由 海外立地と比較しての国内立地選定理由
　 （新設のみ。主な選定理由を３つ選び○で囲み、その中で最も重要 　　（新設のみ。主な選定理由を３つ以内選び○で囲み、その中で最も

な理由を◎で囲んでください。（　）内は具体的に記入してください。） 重要な理由を◎で囲んでください。）

1.空港を利用できる

2.港湾を利用できる 1.北米 1.原材料等の入手の便 1.原材料の入手の便

3.高速道路を利用できる 2.中南米 2.市場への近接性 2.市場への近接性

4.鉄道を利用できる 3.中国 3.関連企業への近接性 3.関連企業への近接性

14.用地面積の確保が容易 5.その他輸送施設の便 4.韓国・香港・台湾 4.労働力の確保 4.良質な労働力の確保

6.必要な用地面積の確保 5.東南アジア 5.当該国・地方公共団体の

7.工業団地である 6.その他アジア 　助成・協力 6.国・県・市・町の助成・協力

8.周辺環境からの制約が少ない 　（中東含む） 6.用地入手の安易さ 7.良好な労使関係

9.従業員の通勤の便 7.ヨーロッパ 7.産業基盤整備の進捗 8.対事業所サービス業の充実

17.その他 10.県・市・町等のあっせん 8.オセアニア 8.技術情報の入手が容易 9.産業基盤が整備されている

11.経営者等の個人的なつながり 9.アフリカ 9.為替問題への対応 10.学術研究機関の充実（産学共同等）

12.他企業と共同立地 10.地域検討せず 10.当諸国の通商問題（当該国 11.流通機構が整備されている

13.その他 11.検討無 　が輸入規制を行っている等） 12.政情・治安の安定

(                          ) 11.その他 13.言語・文化・生活様式の都合

　（　　　　　　　　　　　　　　　　） 14.その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

１０．輸送計画（主要原材料として再生資源（廃棄物から取り出した原料）を用いる場合には、当該原材料を○で囲んでください。）

1.自動車 3.船舶 1.北海道 3.関東 5.北陸 7.中国 9.九州 11.海外

2.鉄道 4.航空機 2.東北 4.東海 6.近畿 8.四国 10.全国

1.自動車 3.船舶 1.北海道 3.関東 5.北陸 7.中国 9.九州 11.海外

2.鉄道 4.航空機 2.東北 4.東海 6.近畿 8.四国 10.全国

１１．労働力 １２．用水 １３．用途水 １４．排水

1.中卒 6.専門学校卒 1. ２０才未満

2.高卒 7.その他 2. ３０才〃

3.工専卒 8.問わず 4. ４０才〃

4.大卒 5. ４０才以上

5.大学院卒 6. 問わず

年

予
定

建設工事
着工年月

1.原材料等の入手の便

一千
予
定

2. 増 設

百万

移転の場合の
旧工場所在地

新幹線駅

百 十十万

1.国(公団等をいう。）

2.地方公共団体（公社等を含む。）

3.民間

移転の場合の旧工場跡地の処分の予定

国道

高速道路I.C

万

８．立地地点からの

百ｍ

排水路

水 路 名

3

6

専 用 排 水 路

農 業 用 排 水 路

万 千

5

6

7

8

海 水

回 収 水

そ の 他

洗 浄 用

冷 却 用

2

原 材 料 名

（　　　　　　　　　　）
8.県・市・町の助成・協力

12.対事業者サービス業・流通業
への近接性

表 流 水

5.人材の確保（理工系大
学・工専への近接性

6.本社への近接性

7.国の助成・協力

（　　　　　　　　　　）

ボ イ ラ ー 用

原 料 用

公 共 下 水 道

海 へ 直 接

地 下 浸 透

3 伏 流 水

工 業 用 水 道

上 水 道

製 品 処 理 用

4

1

う ち 地 場 雇 用 者 数

主たる水源

地 下 水

一万
立 地 工 場 の
予 定 従 業 員 数

水源名 取水量（ｍ３／日） 番号 用途 排水量（ｍ３／日）用途量［ｍ３／日） 番号

海外立地検討の有無
（検討有の場合、検討

地域を選択）

海外立地と比較しての国内選定理由
（海外立地検討有のみ）

主 要 取 引 地 域［該当する地域の項を３つ以内で○で囲んでください］

製 品 名

量（ｔ／月） 主な輸送手段※

15.地価

4.労働力の確保

2.市場への近接性

3.関連企業への近接性

1. 新 設

※工業団地内で

延べ建築面積

建築面積

工 場 の 敷 地 内 に 研 究 開 発 機
能 を 付 設 す る 予 定 の 有 無

千万 百万 十万

　（複数回答）

一万 千 百

工場設置届出書附属説明書
兵庫県

※印の欄は、該当する項を１つ選び○で囲んでください。

従業員数※ 外資比率※資本金

設備投資総額

用地取得年月

資料２

記
入
担
当
者

氏名

所属
部署名

（　　　　　　　）　　　局　　　　　　番
（内線　　　　　　　　　　　　　　）

電話

フリガナ

会社・工場名

工場建設地

万 千 百

旧工場移転分の建築面積（㎡）

十 一

※工業団地内
である場合そ
の事業主体

十

十千 百

旧工場移転分の敷地面積（㎡）

一

２．組合・その他法人

6.その他
（　　　　　　　）

※ 工 場 の 予 定 機 能
敷地面積

学歴

主要原材料・製品名

千 百 十

年齢

主 体 と な る 地 場
雇 用 者 の 性 別

主体となる地場雇用者※

十万

16.良好な住環境（教育、ショッピ
　　ングセンター、娯楽施設、医
　　療施設を含む）

13.学術研究機関の充実（産学共
　同等）

工 場 の
移 転

7

2

3

4

5

6

8

9.経営者等の個人的つながり

10.他企業との共同立地

11.工業用水の確保

経営組織※

立地地点 （用地） 選定理由立地地域 （市町） 選定理由

千万 百万

1

月

年 月

（蒸散、回 収水 等）

年

7

一 般 下 水 路

そ の 他

温 調 用

生 活 用

港湾ふ頭

空港

人口１５万人
以上の都市

5.人材の確保（理工系大学・工専等への近接性）

海外立地の検討を行った理由
（海外立地検討有のみ）

5

うち用地取得費

月

操業開始年月

百万

平成
1～24%

1

2

4

25～49%
50～99%

主な地目
※

主な地目の
平均地価
（円／㎡）

千
億

百
億

十
億

現在法人設立の場合の親企
業の本社所在地 ３．個人

平成

平成

億
千
万

百
万
円

100%

処分の形態※

十万

番地

千万

処分の予定用途※

万

丁目

1.男　子（　　　）人

2.女　子（　　　）人

3.問わず（　　　）人

そ の 他

秘 



２３．地域開発法の指定等（記載については市町の指導を受けて下さい。）

1 . 新産 1 . 既成 1 . 市街化区域 1 . 工専 （１）※ 1.調査地区内 （１）※ 1.工業等導入地区有

2 . 工特 2 . 都開 2 . 市街化 2 . 工業 2.外 2.無

3 . 低工 3 . 都整 　調整区域 3 . 準工

4 . 産炭 4 . 近郊 3 . 未線引都市 4 . 住居系 （２）※ 1.工業等導入地区内

5 . 過疎 計画区域 5 . 商業系 （２）※ 1.工場適地有 2.外

6 . 山村 1 . 移転促進地域 4 . 都市計画区 6 . 無指定 2.無

7 . 農村地域 2 . 白地地域 域外 （３）※ 1.工場適地内

8 . テクノポリス 3 . 誘導地域 5 . 都市計画無 2.外

9 . 頭脳立地 4 . 特別誘導地域

特 記 事 項

月月 年

月

～ 年

年～ 年

年 月

月年 月

～ 年 月月

月

月 年

月 年

（㎡） （㎡）

工 期
操 業
年 月

敷 地
面 積

建 築
面 積

設 立 年 月 日

（複数回答）

都 市 計 画 法 の

用 途 地 域 ※
工 場 適 地 調 査 地 区 農工法の工業等導入地区

工場適地名

工配法による地域区分　※

事 業 計 画 説 明 書

（１）で１のとき

地区コード番号

地 域 開 発 法 の 指 定 都 市 計 画 法 の

区 域 区 分 ※
近 畿 圏 地 域 区 分 ※

会 社 名 所　　　　　　　在　　　　　　　地　　

（２）で１．のとき

農工法工業等

導入地区名（３）で１．のとき

業 種

取 引 銀 行

建設計画・従業員配置計画（計画が具体化している場合は記入してください。）

外資系企業の場合のみ記入

外 国 側 の 株 主 の 状 況 （ 企 業 名 ） 外 資 母 国 籍

主 　　　 要  　　　製　  　　品

主な販売先 主な仕入れ先

予 定 従 業 員 数

期 別

第 １ 期

計 男

年 月

女 計

常用雇用者 非常用雇用者 計

男 女 計 男 女

第 ４ 期

計

第 ２ 期

第 ３ 期

～ 年

年



資料３－1 

新設工場の準則計算表 

 

 中分類業種名  

  細分類番号       

 γ(生産施設面積率)：  

 
 (1)生産施設の面積 

                                                          
                             ｎ 

   Ｐ≦γＳ(単一業種)                                ∑ 
                           ｉ＝１ 

Ｐｉ 
≦Ｓ(兼業) 

γｉ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (2)緑地の面積 

 
   Ｇ≧0.2Ｓ 
 

 

 

 

 

 

 

 
 (3)環境施設の面積 

 
    Ｅ≧0.25Ｓ 
 

 

 

 

 

 

 

 
 (4)環境施設の配置(敷地周辺部の環境施設) 

 
    Ｅｓ≧0.15Ｓ 

 

 

 

 

 

 

 



資料３－２ 

単一業種の既存工場の準則計算表 

 

 中分類業種名  

       細分類番号       

       γ(生産施設面積率)：  

       α(敷地換算係数)：  

 
 (1)生産施設の面積 

                    

    Ｐ≦γ （Ｓ－ 
Ｐ0 

）－ Ｐ1 
γα 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (2)緑地の面積 
                                    

     Ｇ≧ 
Ｐ 

（  0.2－ 
Ｇ0 

） 
γ Ｓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (3)環境施設の面積 

                                           

    Ｅ≧ 
Ｐ 

（ 0.25－ 
Ｅ0 

） 
γ Ｓ 

                                                  

  



資料３－３ 

兼業の既存工場の準則計算表 
 

  中 分 類 業 種 名     

  細  分  類  番 号     

  γ(生産施設面積率)：     

  α(敷地換算係数)：     

 
 (1)生産施設の面積 
                                 
    ｎ 

  ∑ 
 ｉ＝1                  

Ｐｉ 
     ｍ 

≦Ｓ－ ∑ 
  ｉ＝1 

Ｐ0ｉ 
 

γｉ 
γｉαｉ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (2)緑地の面積 
                                 
         ｎ 

   Ｇ≧∑ 
    ｊ＝1                   

Ｐｊ  (  0.2 － Ｇ0 ) 
γｊ Ｓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 (3)環境施設の面積 

                                
         ｎ 

   Ｅ≧∑ 
     ｊ＝1                  

Ｐｊ 
 ( 0.25－ 

Ｅ0 
) γｊ Ｓ 

            

  



資料４ 

変更の経過及び準則計算の数値表 

 

届         出         根         拠 
附 則 第 3 条 

 第  1 項 第 ８ 条 第 １ 項 
 

 

届               出              順 第 １ 回 第 ２ 回 第 ３ 回 第 ４ 回 第 ５ 回  

受         理         番         号        

受       理       年       月       日       

敷    地    面    積 Ｓ       

生  

 

産 

 

施 

 

設 

ａ  昭 和 4 9 年 6 月 2 8 日 現 在 の 設 置 済 ( 中 ) の 
P 0 

      

   生 産 施 設 面 積   

 
ｂ 

増  加  生  産  施  設  面  積 
Ｐ 

      

 （スクラッフ゜アント゛ヒ゛ルト゛のヒ゛ルト゛分含む）  

 
ｃ 

減  少  生  産  施  設  面  積        

 （スクラッフ゜アン ト゛ヒ゛ルト゛のスクラッフ゜分含む）  

昭 和 4 9 年 6 月 2 9 日 以 後 の 増 減 生 産 施 設 面 積 合 計 
P 1 

      

( 但 し 今 回 変 更 分 の ｂ を 除 く )  

緑 

 

 

地 

ａ  昭 和 4 9 年 6 月 2 8 日 現 在 の 設 置 済 ( 中 ) の        

   緑 地 面 積  

 ｂ 設   置   す   る   緑   地        

 ｃ 撤   去   す   る   緑   地        

 ｄ ｂ  －  ｃ Ｇ       

 ｅ ｄ の う ち 最 低 限 設 置 が 必 要 な 緑 地        

 
ｆ 

ｄ － ｅ 及 び 生 産 施 設 と 関 係 な く 設 置        

 す る 緑 地   

ｇ   ａ ＋ ( 前 回 ま で の ｆ の 合 計 ) － ｃ G 0       

環 

 

境 

 

施 

 

設 

ａ  昭 和 4 9 年 6 月 2 8 日 現 在 の 設 置 ( 中 ) の 環 境        

   施 設 面 積  

 ｂ 設  置  す  る  環  境  施  設        

 ｃ 撤  去  す  る  環  境  施  設        

 ｄ ｂ   －   ｃ Ｅ       

 ｅ ｄ の う ち 最 低 限 設 置 が 必 要 な 環 境 施 設        

 
ｆ 

ｄ － ｅ 及 び 生 産 施 設 と 関 係 な く 設 置         

 す る 環 境 施 設   

ｇ  ａ ＋ ( 前 回 ま で の ｆ の 合 計 ) － ｃ E 0       

       

       

       

                                      変  更  事  項       

       

       

       

 



資料５  

当該特定工場の位置を示す図面  

 

 
１／２万５千～１／５万 

 
(市町村全域を示した図面 ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



委 任 状 

 

 

 

 

 

 

 私は、            を代理人と定め、下記の事項を委任します。 

 

 

 

記 

 

             の工場立地法に基づく届出に関する一切の権限 

 

 

 

 

 

 

    平成  年  月  日 

 

 

 

住 所                

氏 名                

 

代表者             ㊞ 



様式第５ 

氏名 (名称、住所 )変更届出書  

 

 
                                                                  年    月    日 

 

 

         宍 粟 市 長   様  
                                              氏名又は名称及び住所並びに 

                                              法人にあってはその代表者の氏名  

                       届出者  

                                                                       ㊞  

 

 

 
                          (担当者 )                 電話 (  )(  )     番 

 

 

  氏名 (名称、住所 )に変更があったので、工場立地法第 12条の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

変 更 の 内 容 
変 更 前   

変 更 後   

変 更 年 月 日  変 更 の 理 由   

※ 整 理 番 号           ※受理年月日          

※ 

 

備 

 

 

考 

  

  

  

  

  

  

  

 

備考  １ . ※印の欄には、記載しないこと。 

      ２ .用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

 



 様式第６ 

特定工場承継届出書  

 

 
                                                                  年    月   日 

 

 

       宍 粟 市 長   様  
                                              氏名又は名称及び住所並びに 

                                              法人にあってはその代表者の氏名  

                       届出者  

                                                                       ㊞  

 

 

 
                          (担当者 )                 電話 (  )(  )     番 

 
特定工場に係る届出をした者の地位を承継したので、工場立地法第 13条第３項の規定により次のとおり届け出

ます。 

 

被 承 

継  者 

氏名又は名称   

住    所   

特定工場の設置の場所 
 承継の年月日   

 承 継 の 原 因         

※ 整 理 番 号  ※受理年月日   

※ 

 

備 

 

 

考 

  

  

  

  

  

  

  

 

備考  １ . ※印の欄には、記載しないこと。 

      ２ .用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 
 



  

廃止届出書  

 

                                                                年    月   日 

 

 

     宍粟市長  様  

                                              氏名又は名称及び住所並びに 

                                              法人にあってはその代表者の氏名 

 

届出者 

                        

                                                                  ㊞  

 

                          (担当者 )            電話 (  )(  )   番 

 

 

工場を廃止したので、次のとおり届け出ます。  

工場の届出者名称及び住所  

工場の設置場所  

工場の廃止時期  

工場における製品  

工場の敷地面積  

工場の建築面積  

廃止後の敷地利用の予定  

 


